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社外取締役とのスモールミーティング

2024年12月13日
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社外取締役プロフィール
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取締役会の構成、スキル・マトリックス

独立社外取締役の割合

女性の割合

外国人の割合

9名/16名
56.3%

4名/16名
25.0%

2名/16名
12.5%

（2024年6月末時点）



4

（再掲）*1  行政処分への対応状況*2
－改善対応策（6つの柱*3）の進捗状況等

浸透・定着に向けた今後の取り組み

①具体的事例に基づく、ルール・手続の見直し・徹底

• 手続見直し（銀証間の情報共有の包括同意書の一部制限）
• ガイドライン策定（法人関係情報の社内伝達範囲、銀行法・金融商品取引法の遵守）

②より実践に則した研修の強化

• 具体的な事例を用いた階層別研修（注意喚起）、銀証連携ビジネス等のテーマ別研修・勉強会
• 社内相談窓口の設置による、迅速かつ実践的なサポート態勢の整備・運用開始

③業績評価の見直しおよびグループ総合採算目線の目的の再徹底

• 業績評価（銀証間の収益ダブルカウント要件）・組織評価ルールの見直し、および運用開始
• グループ総合採算の考え方を明確化し、周知・徹底

④営業部署・リスク管理部署によるモニタリング態勢の強化

• 対象プロダクト・案件段階（発掘–成約）の拡大
• 持株をコントロールタワーとした銀証一体のモニタリング態勢の構築・運用開始

⑤経営管理態勢の強化

• 経営トップによる面談、弁護士を講師とした役員向け研修
• 持株社長・頭取・証券社長・部門長タウンホール

取締役会及び監査（等）委員会は、当該計画の策定段階から関与し、今後は取り組みを通じた再発防止策の定着を監督

6つの柱における対応済事項

• グループ対策本部会議設置・開催（15回*4）
• グループベースの改善対応策の策定・対応開始

⑥持株会社としての改善対応策

*1 2024年11月18日 投資家説明会資料に掲載済  *2  本進捗状況は2024年10月15日付で金融庁へ報告済み *3 2024年7月19日プレスリリースご参照
*4 2024年11月14日時点

1線 2線 3線

1線 2線 3線

1線 2線 3線

1線 2線 3線

• 各種研修の継続的な実施
• 研修後テスト等による定着状況確認

• モニタリングによる検知・指導を通じた、
浸透・定着（含、効果検証）

• AIを活用したコミュニケーションモニタリン
グの対象媒体拡大

• 役員を含む階層別の注意喚起継続

• 内部監査による改善対応策の
実効性検証、実施・定着状況検証

• グループ対策本部会議による改善対応
策実効状況の継続的なモニタリング

1線 2線 3線

1線 2線 3線

1線 2線 3線

1線 2線 3線

1線 2線 3線

1線 2線 3線

1線 2線 3線

1線 2線 3線

－ 再発防止に向けた枠組みは構築完了。今後は浸透・定着に向けた取り組みを徹底していく

https://www.mufg.jp/dam/ir/presentation/2024/pdf/slides2409_ja.pdf
https://www.mufg.jp/dam/pressrelease/2024/pdf/news-20240719-001_ja.pdf
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（再掲）*1 行政処分への対応ー真因分析

全体

• 銀証連携が積極的に推進される中、連携において遵守すべき手続・ルールおよび一定の内部管理態勢は整備されていたが、グループの総合力を活
かしてお客さま本位の営業活動を実現するという銀証連携の推進のメッセージとのバランスにおいて、実際に銀証連携を行う場合に留意すべき法令
等を正しく理解したうえで遵守する意識の浸透が十分図られていなかった

営業部署（1線） リスク管理部署（2線）

• 銀証連携ビジネスが伸長する中、銀証連携に関して営業部署によ
るリスクオーナーシップの醸成が十分に図られなかった

• 業務実態に照らして継続的に見直されるべき、内部管理態勢の拡
充が十分図られず、銀証連携の実態に即して、業務プロセス、手
続・ルールの明確化が進まなかった

• 営業部署の業務実態を把握し的確にリスク認識する態勢や、リス
ク管理部署（営業部署内におけるリスク管理機能も含む）におけ
るモニタリング態勢の拡充が十分なされなかった

経営

• 営業部署の現場において、銀証連携の推進のメッセージと、それに対する手続・ルールの周知・徹底のバランスが崩れつつあるという、経営とし
ての正しいリスク認識が十分なされず、上記の各問題に対し適切な対応がされなかった

*1 2024年7月19日プレスリリースより抜粋

－発生した事案それぞれの発生原因を分析、今回の事案発生の真因を以下の通りに整理

https://www.mufg.jp/dam/pressrelease/2024/pdf/news-20240719-001_ja.pdf
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（再掲）*1 行政処分対応ー再発防止に向けた改善対応策

実施主体真因 改善対応策

全体
としての問題

営業部署
における問題

リスク管理部署
における問題

経営
における問題

全体

営業部署
（1線）

リスク
管理部署
（2線）

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
モ
ル
ガ
ン
・
ス
タ
ン
レ
ー
証
券

経営

M
U
F
G

(1) 具体的事例に基づく、手続・ルールの見直し・徹底

(2) より実践に即した研修の強化

(3) 業績評価の見直しおよびグループ総合採算の目的の再徹底

(4) 営業部署・リスク管理部署によるモニタリング態勢の強化

(5) 経営管理態勢の強化

(6) 持株会社としての改善対応策

手続・ルール

浸透・定着

枠組み

モニタリング

経営管理態勢

持株会社

*1 2024年7月19日プレスリリースより抜粋

－ 5つの改善対応策および持株会社としての改善対応策を柱として、経営管理態勢、銀証連携
などに係る法令等遵守態勢、顧客情報管理態勢を含む内部管理態勢の強化を図る

https://www.mufg.jp/dam/pressrelease/2024/pdf/news-20240719-001_ja.pdf
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（再掲）*1 政策保有株式売却目標の引き上げ*2

－環境変化や交渉状況の進展を踏まえ、目標を一段と引き上げ、達成をめざす

1.86

1.34

1.18

32.9%

28.3%

22.2%

21/3末 24/3末 24/9末 27/3末

株式残高（取得原価） 株式残高（時価）／連結純資産

（兆円）

7,000億円

当初目標比 倍増

24年3月末残高の半減

売却
目標

今中計期間中
当初比 3年間の前倒し

連結
純資産
対比

20%未満*5

*1 2024年11月18日 投資家説明会資料に掲載済  *2 銀行・信託の単純合算 *3 その他有価証券で時価のある国内株式の取得原価（連結）
*4 その他有価証券で時価のある国内株式の時価（連結） *5（①国内上場株式＋②みなし保有株式）÷③連結純資産＜20%。①:その他有価証券で時価のある国内株式の時価（連

結）②:有価証券報告書に記載される「みなし保有株式」の残高を含む ③:24/9末純資産を横置き

*3 *4

3年間売却実績
5,390億円

当初目標
3,500億円

24/9末時点

未売却の売却合意残高 2,660億円

売却実績 1,700億円

https://www.mufg.jp/dam/ir/presentation/2024/pdf/slides2409_ja.pdf

	既定のセクション
	スライド 1: 社外取締役とのスモールミーティング  2024年12月13日
	スライド 2: 社外取締役プロフィール
	スライド 3: 取締役会の構成、スキル・マトリックス
	スライド 4: （再掲）*1  行政処分への対応状況*2－改善対応策（6つの柱*3）の進捗状況等
	スライド 5: （再掲）*1　行政処分への対応ー真因分析
	スライド 6: （再掲）*1　行政処分対応ー再発防止に向けた改善対応策
	スライド 7: （再掲）*1 政策保有株式売却目標の引き上げ*2


